
　長野県教育委員会（以下、県教委）
では、2025年度から「ウェルビーイ
ング実践校T

ト コ

OCO─T
ト ン

ON」事業を推進
している。同事業は「すべての子ども
が、『好き』や『楽しい』、『なぜ』を
追求するために、自ら学び方を選択で
き、自己実現できる学校を目指して、
学校の仕組み改革に取り組む」もので
あり、参画する市町村教育委員会（以
下、市町村教委）や学校を県教委が支
援する。武田育夫教育長は同事業の背
景を次のように説明する。
　「県内では、不登校の子どもや海外
にルーツのある子ども、特別な支援を
必要とする子どもが増加傾向にあり、
子どもの多様化が進んでいます。従来
の学校教育では、同年齢の子どもが１
つの教室に集まり、同じ教材・同じペー
スで学び、服装や持ち物もある程度一
律にそろえられてきました。しかし、
そうした画一的な環境が不登校や特別
支援学級の増加の一因になったと考え
ました。かつてつくった枠組みに子ど
もをあてはめるのではなく、学校のあ

り方を見直すことで、すべての子ども
が学校で楽しく、ワクワク学べるよう
になることを目指し、本事業をスター
トさせました」
　同事業では、保護者や地域と連携し
た学校づくりを重視している。その背
景には、進学・就職による若者の県外流
出や、山間部の学校の小規模化といっ
た課題がある。武田教育長は同県の学
校と地域の関係についてこう話す。
　「本県は山間部に小規模校が点在し
ており、通学距離などの点から、これ
以上の統廃合が難しい状況です。そこ
で学校を地域に開かれた、子どもと住
民が一緒に学ぶコミュニティセンター
にすることで、子どもの学びがより豊
かになるとともに、過疎化が進む中で
も学校の存在意義が高まると考えまし
た。また、子どもが小・中学校時代に『地
域に育まれた』という原体験を持てば、
将来において地域貢献意識が芽生える
ことも期待できます」

　同事業の特徴は市町村教委、または

中学校区単位で、実践校を指定してい
る点だ。地域全体が同じように改革に
取り組めば、保護者や地域から改革に
対する理解を得やすく、各校も一歩を
踏み出しやすいのではないかと考え
た。また、学校単独での取り組みだと
校長の異動が取り組みの継続を左右す
るが、地域全体で取り組めば、長期的
な視野で実践を進めやすい。
　目指す学校像という「山頂」は県教

多様な子どもを包み込む
市町村・中学校区単位の学校改革
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長野県教育委員会
長野県教育委員会は 2025 年度、学校教育の画一的な側面を見直し、多様な子どもを包み込む学校づくりを目指す「ウェルビー
イング実践校 T

ト コ

OCO─T
ト ン

ON」事業を始めた。県全体で目指す学校像を示した上で、市町村・中学校区単位で実践校を指定す
る一方で、各校が目指す学校像の実現方法は市町村や実践校に一任したところ、各地域で多様な学校づくりが展開されている。

すべての子どもが楽しく、
ワクワク学べる学校へ

「山頂」は県が示し、
「ルート」は現場が決める

2023 年３月に策定した「第４次長野県教育振興基本計画」において、
「個人と社会のウェルビーイングの実現」を掲げ、「一人ひとりの『好
き』や『楽しい』、『なぜ』をとことん追求できる『探究県』長野の学び」
の方針に基づいた教育施策を展開。豊かな自然環境を生かし、各地
域で特色ある教育が実施されている。

人口　約 195 万 6,000 人　面積　１万3,561.56㎢
公立学校数　小学校 339 校、中学校 177 校、義務教育学
校６校、特別支援学校 19 校、高校 83 校　児童生徒数　
小学生約９万 1,000 人、中学校約４万 9,000 人、高校
約３万 7,000 人　教員数　約１万 7,000 人
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長野県教育委員会教学指導
課課長、長野県公立中学校
校長、信濃教育会会長等を
経て、2024 年４月から現職。
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長野県公立中学校教諭等を
経て、2025 年度から現職。
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長野県公立中学校教諭等を
経て、2025 年度から現職。
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委が示しつつも、そこへ至る「ルート」
は各市町村教委が決定するという点も
特徴の１つだ（図１）。同事業の指定
要件は、「学校の仕組み改革を行うこ
と」と「子ども・保護者・地域を巻き
込んだ取り組みにすること」の２点の
みとし、取り組みの具体的な内容は例
示にとどめている。
　そのようにした背景には同県の地域
性がある。全国で２番目に多い77の
市町村を有する同県では、各市町村が
理念と誇りを持って教育に取り組んで
いる。学校改革支援センター長であり、
義務教育改革担当の小池徳

のり

男
お

参事は次
のように語る。

　「市町村教委や教員が自ら考え、行
動することこそが本県の強みです。県
教委がトップダウンで一律に取り組み
を指示する方法は本県には合わないと
判断しました」
　その結果、2025年度は12市町村
70校が、2026年度は23市町村143
校が、実践校への指定を申し出た。「授
業時間の見直し」「幼・保・小・中の
枠を超えた異年齢での学習」「地域参
加型授業」「児童生徒によるルールメ
イキング」「探究的な学びを進めるた
めの特設教科の設置」など、市町村ご
と、中学校区ごとに多様な取り組みが
推進されている（図２）。

　県教委の役割は、独自のルートを進
む市町村教委や実践校への「装備支援」
だ。具体的には、加配教員等の「人材
支援」、指導主事による「伴走支援」、
研修・視察機会といった「情報整理・
発信環境の整備」を一体的に提供して
いる。その一環として、現場支援を担
う組織「学校改革支援センター」を事
業開始と同時に開設した。同センター
は、各地域の加配教員と隔週でオンラ
イン会議を開き、全国の先進事例など
を共有するとともに、加配教員からは
進捗の報告や課題の相談を受ける。そ
の状況に応じて教員研修を実施するな
ど、臨機応変に現場を支援している。
　「事業の推進においては、人事と現
場支援を一体的に機能させることが重
要だと考えています。ありがちなのは、
人事部門が教員を加配した後に学校の
状況を把握していなかったり、指導主
事が現場の人手不足を考慮せずに理想
論の下で現場に提案や助言をしたりす
ることです。それでは事業を成功に導
くことはできません。人事と現場支援
を連動させれば、指導主事は現場のリ
ソースを踏まえた提案・支援を行うこ
とができますし、人事部門は現場の状

＊　教育課程特例校の指定による設置。　※長野県教育委員会の提供資料を基に編集部で作成。

※長野県教育委員会の提供資料を基に編集部で作成。

自治体名 主な取り組み

御
み よ た

代田町
まち

小学校では１コマ 40 分の午前５コマ制として生み出した時間を「マイタイム」等に充て、自律学習と多層的支援を両立

岡谷市 市立小・中学校を地域ごとに学校群とし、幼稚園・保育所とも連携。小・中学校教員による相互乗入れ授業を実施

箕輪町 子どもが主役の学校づくりとして６つのプロジェクトを推進。小・中学校ともに時間割などの工夫により、余白の時間を創出

平
ひら

谷
や

村 子ども・教員・地域住民による「平谷未来カフェ」（年５回）での対話で出たアイデアを教育活動に反映

売
うつ

木
ぎ

村 小学 1 年生～中学３年生がともに学ぶ「見通しプラン学習」や、年長〜中学３年生合同の「花まる思考力授業」を実施

根
ね ば

羽村 義務教育学校として１～９年生の縦割りグループで、朝の会や子どもが好きなことに取り組む「フリータイム」を実施

高森町 改革推進の組織として園・小・中合同研修会を設置。子ども主体の授業づくり、安心できる学級づくりを推進

飯田市 全校に、子どもが地域とかかわりながら、自分の問いや願いを探究する特設教科＊「みらい創造科」を導入

松本市 山間地の小・中併設校３校が、対面とオンラインを組み合わせ合同授業を実施。学校行事も子どもが中心に企画・運営

安曇野市 小学校では全学年の縦割り活動、中学校ではやりたいことを追究する「まなびの時間」を展開。園・小・中・高の合同研修も実施

中野市 好きなことを探究する「TOCO-TON タイム」や、単元内自由進度学習、学年縦割り班による学習、学校づくり会議などを実施

栄村 特設教科＊「とねんぼタイム」では、子どもが議論し、合意形成を図りながら学校行事などをゼロから創り上げる活動を実施

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域

人事と支援を連動させて
現場に伴走する

特集	 シリーズ  次期学習指導要領を見据えた学校支援❷
	 多様性の包摂に向けて踏み出すべき第一歩とは

「ウェルビーイング実践校 TOCO─TON」2025年度指定地域・学校の主な取り組み図2

「ウェルビーイング実践校 TOCO─TON」　推進のポイント図 1

❶山頂（目指す学校像：県教委が旗を掲げる）
常に子どもを主語とし、「好き」や「楽しい」、「なぜ」を追求す
るために、 子どもが自ら選択でき、自己実現できる学校〜それを
実現するために、学校の仕組み改革にチャレンジ〜

❷ルート（要件：現場に任せる）
Ａ：「学校の仕組み改革」に属する取り組みは必ず行う。 
Ｂ：2025 年度の学校準備段階から、必ず子どもと地域を話し

合いに加える。 
Ｃ：これまでの経緯や地域の特色を踏まえ、目指す学校像への

アプローチを提案する。 
Ｄ：実施プロセスと成果をまとめ、学校公開やウェブサイト等

を通じて広く共有する。 
Ｅ：学校公開は必ず行い、その際の案内役は教員ではなく、子

どもや地域が担うこととする。

県教委は、理想の旗を掲げ続ける 
その上で、各校において取り組む内容自体が
目的化することがないように、自校の学校像
をきちんと掲げた上で取り組むように伝える。

現場視点での伝わりやすさ、粒度をそろえること、方
法論は縛らないことなどを重視。
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況に応じた適切な人員配置が可能にな
ると考えています」（小池参事）
　同センター所属の指導主事６人（兼
務を含む）に求められるのは、市町村
教委や実践校、教員に対して指導や評
価を行うのではなく、伴走者としてと
もに仕組み改革に取り組んでいくとい
う姿勢だ。学校改革支援センターの藤
井篤

あつのり

徳主任指導主事はこう語る。
　「学校を訪問する際には、子どもを
主語とした授業のあり方を一緒に考え
るために、私が模擬授業を行い、授業
後は、教員だけでなく子どもも交えて
授業研究会を開くことがあります。ま
た、市町村の教育長や学校長との懇談
では、まず、その地域や学校が何を目
指しているのか、どんな思いを持って
いるのかをじっくり聞き、その上で県
教委としてどのような支援ができるか
を伝えています」
　保護者や地域から「自由進度学習を
実施しても、学力は保障されるのか」
といった声が上がることもあるが、そ
の際には、県教委が市町村教委や学校
長とともに、その意義やねらい、期待
される成果を保護者や地域に丁寧に伝
え、理解を得ている。
　県教委が学校とそうしたかかわりを
続けていく中で、現場からは「以前と
比べて県教委に相談しやすくなった」
といった声が多く聞かれるようになっ
たという。

　同センターは2026年７月、実践校
143校を対象に、児童生徒や教職員、
保護者・地域住民の変化に関するアン
ケート調査を実施した（図３）。
　その結果、全体の約75％にあたる
107校が、「児童生徒に変化があった」
と回答した。例えば、「生徒の視点で
捉え直す学校づくり」を推進する中野
市立南

なんぐう

宮中学校では、校則や制服の決
まりを見直す活動を、生徒が主体と
なって行ったところ、生徒対象のアン
ケートにおいて「学校は自分たちの意
見で変えられる」と回答した生徒が約
97％に上った。生徒を起点とした仕
組み改革が、生徒の学校参画に対する
意識に好影響を与えていることがうか
がえる。
　また、「休みがちな児童・生徒が
減少している」と回答した学校は約
69％に上った。例えば、「フレームレ
スの未来の学校をデザインする」を掲
げ、学校の枠にとらわれず、市全体を
１つの学びの場と捉える取り組みを推
進している佐久市教委が、校内外に支
援センターを設け、教室に入りにくい
子どもが「ここなら学べる」という場
所を見つけやすくしたところ、同市立
臼田小学校では、休みがちな児童が前
年度の３分の１程度に減少した。

　小池参事は「子どもの変化は教員の
意識を変える原動力になっている」と
語る。
　「実践校では、運動会の開・閉会式
などの行事の企画・運営を子どもに任
せる取り組みがよく見られます。そう
した取り組みは、『子どもに失敗させ
てはいけない』『保護者や地域の方に
きちんとした姿を見せたい』という
思いを持つ教員にとって、相当な勇気
がいることです。しかし、見事に自分
たちの力で進行役を務めた子どもか
ら『これまでで一番楽しい運動会だっ
た』といった声を聞くと、教員は自分
たちの取り組みの方向性は間違ってい
なかったと確認します。そうした経験
は、見栄えよりも主体性に基づく子ど
もの達成感を大切にする姿勢の醸成に
つながっています」
　同事業の成果として注目すべきこと
は、実践校に指定されていない学校に
も子どもを主語とした仕組み改革に着
手する動きが広がっていることだ。県
教委が県内全公立小・中学校に実施し
たアンケートでは、回答があった公立
小・中学校364校のうち、「一斉一律
ではない授業方法を採用している学
校」は337校、「子どもが学校づくり
に参画している学校」は296校に上っ
た。
　「本事業は2027年度までを実施期
間としています。今後の課題は、実践
校の事例や知見を県内の小・中学校に
広めていくことです。そのため、本事
業に関する研修会は、実践校に限らず、
県内すべての公立学校に参加を呼びか
けています」（藤井主任指導主事）
　小池参事は今後の展望をこう語る。
　「学校の仕組み改革に終わりはあり
ません。現在の子どもにとってベスト
な仕組みでも、時代や社会の変化、学
校の状況に応じて見直す必要があるか
らです。常に子どもを主語とし、変化
し続けられる学校文化を定着させるこ
とが、私たちの目指すゴールだと捉え
ています」

69 ％ の学校が「休みがちな児童・生徒が減少している」と回答した

年間30日以上の欠席児童数
R7年度は前年度比3割減

日課を工夫して「余白」を生み出し、やりたいことが
できる時間や地域の方と交流する時間を設けている

箕輪中部小学校

学びの場や学び方を選んで学べる仕組みをつくり、
子どもたちが自分に合った学びができる環境がある

休みがちな児童
昨年度の1/3程度に減少臼田小学校

上高地学習などに異年齢集団で取り組むことで、
学校がどの子も安心して生活できる場所になっている

新たに長期欠席する
児童・生徒がいなくなった安曇小中学校

ウェルビーイング実践校TOCO-TON取組状況（2026.9.10）

御代田北小学校

中野小学校

飯田東中学校

「『マイタイム』があるから学校に行く！」という声が聞こえる

「みらい創造科」の活動のある日は欠席率が減少する

「TOCO-TONタイム」を楽しみにして、登校するようになってきた
マイタイム：40分午前５時間授業で創出した20分間（通年）を活用し、子どもがなりたい自分を目指す

TOCO-TONタイム：週に１回「学校かくれんぼ」「全校鬼ごっこ」など子ども発案の活動を実施

みらい創造科：探究的な学びの充実を目指し、飯田市の全小中学校がＲ8年度に新設した教科

※長野県教育委員会の提供資料をそのまま掲載。

「ウェルビーイング実践校 TOCO─TON」実践校の成果図3

休みがちな児童生徒が減少。
子ども主体の活動が広がる
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